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1. 研究委員会の概要 

1.1 研究委員会設置の趣旨と研究項目 

2012 年に設けられた「津波などの突発大災害からの避難の課題と対策に関する研究委員会」

の成果として，自治体や防災組織にとって有益な多くのデータの公開や対応策の提案を行う

ことができた．しかしながら，データ収集のアプローチには社会学的な側面が多く含まれ，

収集データを工学的なデータとして避難シミュレーションに活用したり，避難シミュレーシ

ョン結果を工学的なデータとして避難における課題の対応策の検討に活用したりするなどの

連携はまだまだ不十分であった． 

そこで，先の委員会と同様に，津波避難の実態調査，避難シミュレーション，避難対策な

どの専門分野にかかわる研究者を総合し，これらを横断する形で避難に対する工学的で合理

的な検討を行い，その検討結果の実社会での活用を促すことを目的とした「大規模津波から

の避難における諸課題に対する工学的検討手法およびその活用に関する研究委員会注１」が

2018 年に立ち上げられた．この研究委員会では次の 2 項目を研究課題として取り上げられて

いる． 

 

(1) 津波避難に関する調査，津波避難対策の普及（津波避難部会） 

(2) 津波避難シミュレーションの普及に関する調査（シミュレーション普及部会） 

 

この研究委員会の成果として，実際の自治体やその傘下の防災組織と協力し研究に必要な

データの収集を行い，それらを用いた避難シミュレーション解析結果を現地に提示すること

で，津波避難における課題解決の支援を行うことができた．一方で信頼性のあるシミュレー

ション解析を確立するためには，そのヴァリデーションに必要な基礎データの整備が必須で

あることが明らかになってきた． 

そこで，避難シミュレーション解析のヴァリデーションに焦点をあて，ヴァリデーション

データの収集を目的とした津波避難の実態調査の在り方やデータのまとめ方，ヴァリデーシ

ョンデータに基づく避難シミュレーションの解析結果の活用に対する工学的で合理的な検討

を行い，その検討結果の実社会での活用を促すことを目的として本研究委員会を設置した． 

シミュレーションを用いた津波からの避難に関する研究のアプローチには数多くの側面が

含まれ，単独の研究者が全ての分野を網羅することは非常に困難である．しかしながら，本

研究委員会に置いて微力ではあるとしても信頼性のあるシミュレーション解析を行うために

必要な過去の津波避難における行動記録や津波避難訓練における避難行動のモニタリングな

どの基礎データの具体的な収集活動を展開することで，解析手法のヴァリデーションを可能

とする基盤を提示することができるようになると期待できる． 

この研究には多くの専門分野が関わる場が必要であり，分野横断的学会である地震工学会

に設けられたこの研究委員会がその役割を担う． 

 

注１：「大規模津波からの避難における諸課題に対する工学的検討手法およびその活用に関

する研究委員会」は高知工科大学 甲斐芳郎委員長の下で 2018 年 5 月から 2020 年 3 月まで
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活動を行った．避難に関わる文献調査，津波避難の実態調査，避難訓練における避難行動調

査，避難シミュレーションを用いた防災活動支援，海外における避難に関するデータ収集な

どを行った．また，避難シミュレーションの品質保証の活動も継続して行っている． 

 

1.2 研究体制 

避難の研究委員会は 2020 年 4 月に発足し，2022 年 3 月末をもって活動を終了した．前委

員会から継続して 5 人の委員で活動を開始した．その間に公募などを通じて委員を募集した

が残念ながら新たな参加者はいなかった．委員会内に上述の研究項目に対応した 3 つの部会

が設け，研究活動を行った． 

 

委員長 甲斐芳郎（高知工科大学システム工学群元教授（現 J 建築検査センター）） 

幹事長 佐藤誠一（日本工営） 

委員  

避難シミュレーション部会長 有川太郎（中央大学） 

内水氾濫避難データベース部会長 小山真紀（岐阜大学） 

津波避難データベース部会長 仲村成貴（日本大学） 

 

1.3 活動の概要 

避難シミュレーション部会，内水氾濫避難データベース部会，津波避難データベース部会

の 3 部会の体制を作成し，委員会立上げの条件として中埜前会長をはじめ理事会に約束して

いたヴァリデーションデータベースの構築と公開に向けての活動を進めることとした．内水

氾濫避難を新たに調査対象に含めることで，避難に関するより広範なデータ収集を試みてい

ることが今回の委員会活動の大きな特徴である． 

実際の委員会活動は，コロナ禍のなか委員会の会合はリモート開催に限られ，具体的な委

員会活動を対外的に広報しての委員募集を十分に行うこともかなわず，極めて限定的な活動

を強いられることとなった．その結果，活動成果として構築したデータベースの公開を実現

することはかなわなかった．しかしながら，以下に示すように，避難シミュレーションのヴ

ァリデーションに必要なデータを現地で実際に収集活動を行い，収集したヴァリデーション

データを活用した科学的解析ツールとしての避難シミュレーションの活用方策を明確にした

ことで一定の成果は得ることができたと考えている． 

 

(1) 避難シミュレーション部会 

避難シミュレーションの位置づけを明確するために，津波や洪水避難に対し，現時点にお

いて可能なことは何かを検討した．検討手法として，2018 年 7 月豪雨で氾濫した岐阜県関市

武儀地区を対象に(図 1 参照)，河川氾濫からの避難シミュレーション（降雨予測→洪水計算→

氾濫計算→避難シミュレーション）を例とした． 
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図 1-1 対象領域 

 

(2) 内水氾濫避難データベース部会 

内水氾濫における避難状況について理解するために，関市武儀地域における平成 30 年 7 月

豪雨時の避難状況と，被災後の住民の避難意識について調査した． 

 

(3) 津波避難データベース部会 

学会論文集等に掲載された文献調査に基づいて，避難シミュレーションのヴェリフィケー

ションへの適用可能性について検討した． 

 

(4) 研究委員会報告書の作成 

上記各部会における課題を整理し，本報告書を作成した． 

 

(5) 委員会の開催 

委員会に置いては運営に関する協議を行うと共に情報交換により各部会の活動状況を共有

した．委員会開催の際は，Web 会議システムを使用して遠隔地委員の会議参加をはかった． 

 

表 1-1 委員会活動状況 

時期 実施概要 

2020 年 5 月 2020 年度 第一回研究委員会 

2021 年 6 月 2021 年度 第一回研究委員会 

2021 年 9 月 2021 年度 第二回研究委員会 

2021 年 12 月 三重県，岐阜県における避難訓練参加及び避難に関する調査 

2022 年 3 月 2021 年度 第三回研究委員会 

 

  



4 
 

2. 避難シミュレーション部会 

2.1 目的と成果概要 

避難シミュレーションの位置づけを明確するために，津波や洪水避難に対し，現時点にお

いて可能なことは何かを検討した． 

検討手法として，2018 年 7 月豪雨で氾濫した岐阜県関市武儀地区を対象に(図 2-1 参照)，

河川氾濫からの避難シミュレーション（降雨予測→洪水計算→氾濫計算→避難シミュレーシ

ョン）を例とした． 

 

図 2-1 対象領域 
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2.2 システムの概要 

計算システムの全体像を図 2-2 に示す．降雨予測のモデルとして WRF1)を用い，WRF で

算出した予測降雨を用いて行う河川計算には，山地流出と洪水氾濫計算を一体的に解析でき

る RRI モデル 2)を用いる．また，RRI モデルで計算した時系列の浸水深データを元に，避難

速度や群衆ポテンシャルなどの属性を個々に設定できるマルチエージェント型避難モデル 3)

を用いて避難シミュレーションを行った． 

 

 

図 2-2 計算システムの全体像 
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2.3 河川水位予測 

WRF の予測雨量を用いて集水域の境界における河川流量を求め河川水位ならびに，浸水計

算を実施した．図 2-3 にその例を示す．聞き取り調査を行った「まぶち(51,195)」前では，氾

濫開始が 2018/7/5/ 6:50UTC となっており，集水域からのピーク流量と避難対象領域にピー

ク雨量が重なることで，河川水位の急激な立ち上がりが生じたことが示され，状況は定性的

には，聞き取り状況と一致していると思われる． 

 

 

図 2-3  避難対象領域の河川水位の時系列 
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2.4 避難検討 

ランダムに人を 1000 人配置した．避難者の初期歩行速度は，1.0 m/s に設定した．危険水

位となる時刻は解析開始から 20 時間後，また氾濫開始水位となる時刻が 30 時間後であるた

め，危険水位から氾濫開始水位に達する前後で避難開始時間の設定を行なった． 

最寄りの避難所まで最短経路を選択して避難した場合,危険水位に達した 20 時間後時点で

避難を開始する事で， 浸水被害に遭わずに避難する事ができている．一方，氾濫水位に達し

た 30 時間後時点で避難を開始した場合，2%程度，洪水に遭遇(死亡者と定義)しており，危険

な状態であることがわかった． 

図 2-4 は，氾濫水位に到達した時点で避難を開始した場合における，解析時間終了後の死

亡者の位置について示したものである．赤点線で囲まれた部分は氾濫水位に達した時点で浸

水が生じていたため，その付近にいた避難者が最寄りの避難所に向かう途中で浸水被害に遭

い死亡していた．そのため，そのような避難者が避難所に向かう際には，予測浸水到達時間

を活用して浸水遭遇を回避した避難経路の選択し，避難する事で被害の低減が見込める可能

性があることがわかる．本件等から，現時点においては，シミュレーションを用いて，この

ような脆弱性評価に活用できると考えられる． 

 

 

図 2-4  解析終了時における死亡者位置 



8 
 

2.5 実地検討 

(1) 岐阜県関市武儀地区 

岐阜県関市武儀地区で避難準備に関する現状のヒアリングを行った 

〇 2018 年 7 月の被災・避難状況 

・亡くなった方はいない 

・平屋で，天井を破って首だけ出して凌いだ人もいた 

・今までにないほどの早い水位の上昇だったが，水捌けも早い 

・80 世帯のうち，実際に家屋が浸水したのは 20 世帯程度（避難した世帯も 20 世帯程度） 

・集会所まで水位が上昇していないタイミングで避難(車で避難している人) 

・ギリギリまで避難しない（避難したくない）人が多く，垂直避難（2 階への避難）が多

かった 

・避難トリガーは女性だった？ 

 

〇 地区防災計画の進捗 

・今まで 3 回勉強会を開催した，徐々に人数が減っている 

・現在はまだ途中，コロナの流行によって停滞 

・2021 年 12 月末に 1 回目の会議（あまり議論にはならなかった），2022 年 1 月 26 日に

2 回目の会議がある 

・避難訓練(年 1 回)の参加率は住民の 16〜20％，高齢者がほとんど 

・自治会ごとの緊急連絡網の整備を始めかけ？ている（電話番号とメールアドレス） 

・実際に近い避難訓練の実施をした自治会もある 

・避難所は壺川中学校，東小学校，西小学校の 3 箇所(集会所は約 20 箇所) 

(行政が指定→避難所，地域で指定→集会所) 

 

〇 課題 

・地区防災計画が中々進まない 

・避難方法の確立ができていない 

・住民の避難意識が低い（ギリギリまで避難しない） 

・適切な避難所の指定ができていない(本当に安全か・そこで生活できるのか) 

・自治会長が 1 年で変わるのに合わせて防災対策案も 1 年毎にリセット 

 

(2) 三重県紀宝町 

三重県紀宝町では，津波の来襲までの時間（1m の高さの到達時間）が５分程度と短く，そ

のために，具体的かつ有効な避難計画が必要となる．そこで，避難シミュレーションを実施

し，そして，避難訓練に参加し，最適な避難状況と，避難訓練時の状況との差異を検討した． 

具体的には，以下の 10 地点から避難開始する現地の方を対象に避難訓練時の避難訓練参加

者の位置情報ログデータを取得した．本手法による津波浸水を避ける避難経路の表示結果と

比較した． 
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図 2-5  紀宝町鵜殿地区における避難訓練時の避難経路に関するログデータの取得場所 

 

結果，概ねの経路は一致している一方で，細かい経路選択部分で差があるケースがある一

方で，本手法で提供される，津波浸水を回避するように避難経路を設定した際の向かう避難

所と，避難者が向かった避難所が異なるケースもあり，本手法による経路表示によって津波

浸水を避ける安全な避難経路及び避難所を選択するように誘導することができる可能性があ

ることが示された．実際にログデータから取得された避難経路で避難した場合，600 秒から

の避難においては，津波に遭遇するケースもあり，適切な避難場所と避難経路の選択の重要

性が示された． 

 

 

図 2-6  本手法によって示された経路と異なる場所に避難するケース 
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3. 内水氾濫避難データベース部会 

3.1 目的と成果概要 

内水氾濫における避難状況について理解するために，関市武儀地域における平成 30 年 7 月

豪雨時の避難状況と，被災後の住民の避難意識について調査した．その結果，被災地域にお

いても次の災害における避難タイミングや避難先に対する考えに大きな違いは見られず，早

めの避難行動を促すことの難しさが示唆された． 
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3.2 調査の背景 

平成 30 年（2018 年）7 月豪雨では，岐阜県に大雨特別警報が発令され，津保川上流の氾

濫によって武儀地域に甚大な被害をもたらした．住家被害としては，半壊が 87 棟，床上浸水

が 3 棟，床下浸水が 81 棟であった 1)．岐阜県が実施した，被害の大きかった 4 市の住民を対

象としたアンケート調査によると，他地域と比較して，関市では「避難した（自宅の 2 階な

ど，垂直避難）」「避難しなかった」と回答した割合が高く 2)．安全なうちに安全な場所に移動

できている人の割合が低かったことがうかがわれる． 

また，世界的な新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行により，これまで以上に感

染症対策の必要性が指摘されている．新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策としては，

密集，密接，密閉の 3 つの密を回避することが有効と言われており，従来のように，避難所

や避難場所だけに避難を誘導するのではなく，ホテルや知人宅などを避難先とする分散避難

を行う事で，安全に避難しつつ，3 つの密の回避を実現しようという呼びかけが行われてい

る． 

以上を踏まえ，平成 30 年（2018 年）7 月豪雨で被災した関市の武儀地域をモデル地区と

して，再度水害が発生した場合の避難行動に関するアンケート調査を実施し，被災を経験す

ることで避難行動に変化があるかどうかということと，分散避難に対する意識がどのように

なっているかを明らかにする． 

 



13 
 

3.3 アンケート調査概要 

平成 30 年（2018 年）7 月豪雨で被災をした，関市武儀地域の全住民を対象としたアンケ

ート調査を実施した．調査票は 2020 年 10 月 25 日に配布，12 月 17 日までに回収を行った．

調査票の回収状況を表 3-1 に示す．回収率は全体では 73.5%であったが，武儀地区の富之保

地域では 81.1%，中之保地域では 74.7%，下之保地域では 64.2%であった． 

アンケートの質問項目としては，「基本情報」，「避難に関しての質問項目」，「平成 30 年 7

月豪雨に関しての質問項目」の 3 つで構成されている．実施したアンケートの質問項目を表

3-2 に示す． 

「避難に関しての質問項目」では，想定する避難行動によって条件が変化することから，

想定する避難行動ごとに 4 項目を表に記入してもらう形式をとった．また，「避難に関しての

質問項目」では複数回答ができるようになっているが，「平成 30 年 7 月豪雨に関しての質問

項目」では該当するものを一つ選択，記入するようになっている．「平成 30 年 7 月豪雨に関

しての質問項目」には避難経路についての質問項目が存在するが，「避難に関しての質問項目」

では存在しない． 

表 3-1 回収状況 

 

表 3-2 質問項目 
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3.4 アンケート調査結果 

図 3-1 に関市武儀地域のハザードマップを示す．図 3-2 に平成 30 年 7 月豪雨の際の避難行

動と，次回の災害の時に想定する避難行動の関係を示す．図から分かるとおり，平成 30 年 7

月豪雨の際に立ち退き避難，つまり水平避難をした世帯は，想定する避難行動でも水平避難

を考えている割合が 90％と非常に高い値となっている．また，平成 30 年 7 月豪雨の際に垂

直行動を行った世帯は，想定する避難行動でも垂直避難を考えている割合が 86％と高い値と

なっている．このように，実際に平成 30 年 7 月豪雨の際の避難行動をとった世帯は，今後の

豪雨災害の際も同じ避難行動を想定していることが分かる． 

 

 
(a) 計画規模（L1）         (b) 想定最大規模（L2） 

図 3-1 関市武儀地域のハザードマップ 

 

 

図 3-2 平成 30 年 7 月豪雨と次回災害の避難行動 

図 3-3 に次回水害時に想定する避難先を示す．図 3-4 に次回水害時に想定する避難タイミ

ングの結果を示す．図から分かるように，周囲の浸水状況を見て避難行動を行うことを考え

ている世帯が 54％と最も多く，次に警報類の発令をきっかけに避難行動を行うことを想定し

ている世帯が 27％という結果になった．被災を経験した地域であっても周囲が浸水するまで

避難しない人が半数を超えており，被災前の十分な「早めの避難」を行うことがいかに難し

いかを示す結果となった． 
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図 3-3 次回災害の避難先 

 

 

図 3-4 次回災害の避難タイミング 
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3.5 まとめ 

平成 30 年（2018 年）7 月豪雨で被災した関市武儀地域を対象としたアンケート調査から，

新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を踏まえた，次回災害時の避難行動について明ら

かにした．その結果，平成 30 年 7 月豪雨の時と大きな違いは見られず，次回災害でも，当時

と同様の避難行動を行おうとする傾向が見られた．当該地域では，これまで，早めの避難行

動や分散避難を促す呼びかけが行われてきているが，実際の避難行動に関する意識を変える

までには至っていないことが明らかとなり，実際に避難行動を変えるためには，これまでの

取り組みとは別の取り組みが必要である事が示唆された． 

 

参考文献 

1)  関市：平成 30 年 7 月豪雨 被害状況（2018.9.7 現在）， 2019.7.8，（2020.9.15 参照） 

https://www.city.seki.lg.jp/cmsfiles/contents/0000012/12971/higaijyokyo0907.pdf 

2)  岐阜県，岐阜大学：平成 30 年 7 月豪雨災害に係る住民避難行動の要因分析，（2020.9.17 参照） 

https://www.pref.gifu.lg.jp/kurashi/bosai/bosai-taisaku/11115/jisyokenkyu.data 

/kyoudoukenkyu2018-02.pdf 
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4. 津波避難データベース部会 

4.1 目的と成果概要 

前委員会（津波等の突発大災害からの避難における諸課題に対する工学的検討手法および

その活用に関する研究委員会）で収集した文献に記載されたデータや知見等について，避難

シミュレーションのヴェリフィケーションへの適用可能性について検討した．その結果，文

献記載データを直接ヴェリフィケーションへ適用することは，現状では困難であることが示

唆された． 
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4.2 対象文献の掲載論文集 

災害発生時の住民避難に関する主に国内論文 115 編を対象とした．掲載論文集の内訳を図

4-1 に示す．土木学会関連では，土木学会論文集（A1（構造・地震工学），B1（水工学），B2

（海岸工学），B3（海洋開発），D3（土木計画学），F5（土木技術者実践），F6（安全問題）），

地震工学研究発表会論文集，海岸工学論文集，土木計画学研究，水工学論文集と様々な部門

が含まれる．他学会では，日本建築学会計画系論文集，都市計画論文集（都市計画学会），自

然災害科学（自然災害学会），災害情報（災害情報学会），地域安全学会論文集，日本地震工学

会論文集，国土技術政策総合研究所資料，生産研究（東京大学），地震研究所彙報（東京大学）

が含まれる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 掲載論文集           図 4-2 論文集発行年 
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4.3 各文献での調査内容 

図 4-3 に調査方法別の分類結果を示す．実態調査・アンケート調査・ヒアリング調査・ポ

スティング調査を合わせた現地調査は 60%，避難シミュレーション等の解析をベースとした

論文は 39%，文献調査は 1%であった． 

図 4-4 に調査内容の分類結果を示す．津波発生のメカニズムや津波防御などに関する論文

が 41%，人に関わる論文が 59%であった．そのうち，避難行動に関する論文は 33 編，避難

行動に着目したものは 28%であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 調査内容 
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4.4 まとめ 

前委員会（津波等の突発大災害からの避難における諸課題に対する工学的検討手法および

その活用に関する研究委員会）で収集した文献に記載されたデータや知見等に着目した結果，

いずれも貴重なデータや事例が多数掲載されているものの，他の地域でそのまま適用できる

か否かといった点において言及されているものはほとんどなく，そのような観点からみると

記載されたデータを直接ヴェリフィケーションへ適用することは，現状では困難であること

が示唆された．今後も発表される様々な研究事例を収集し，データに基づいて津波避難の実

態を継続して整理していくことが重要と考えられる． 
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5. まとめと今後の課題 

5.1 まとめ 

ヴァリデーションデータベースの構築と公開をまだ達成していない状況ではあるが，デー

タの収集とそのデータの内容からヴァリデーションを行ったのちの避難シミュレーションの

位置づけについて考えてみたい．人間の避難行動には心理的側面が大きく影響する為か，避

難シミュレーションについては懐疑的な見方をする研究者も少なくない．確かに，個々人が

いつ避難行動を始めるのか，そもそも避難行動を開始してくれるのかはシミュレートの範疇

とはしていない．しかしながら避難行動も物理行動である限り，人間行動において物理的側

面に支配される部分が多くを占めることは間違いない．ヴァリデーションデータとして収集

を行っている避難に関わるデータは，災害時や避難訓練における個々の人間の行動であり，

どのような状況でも個々人が普遍的に同一の行動を行うとは考えにくいが，集団全体の行動

として全く異なる現象が起こるとも考えにくい．このようにヴァリデーションデータに裏付

けられた避難シミュレーションをその特性を適切に踏まえてどのように社会で活用していく

のかを考える時期に来ているのではないだろうか． 

防災計画の策定においても，策定した計画の有効性の検証に役立てることは重要な役割と

なるだろう．検証で明らかにしたい項目を見極め，その目的に相応しいヴァリデーションデ

ータの構築にも努める必要もあるだろう． 

義務化された防災教育に対しても，有効なツールとなる必要があるだろう．ボードゲーム

の要素を取り込んだ DIG のような防災教育ツールが既に開発されているが，今後は避難シミ

ュレーションの技術を取り入れたよりインターアクティブなツールを作り出していくことが

できるだろう． 
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5.2 今後の課題 

避難シミュレーションのヴァリデーションデータベースの構築を目標として，研究委員会

活動を開始したが，残念ながら目標を達成することが出来なかった．しかしながら，工学的

に有用なツールとしての避難シミュレーションの解析技術のあるべき姿の具体化に多少なり

とも寄与できたと信じている． 

現状で，ヴァリデーションに裏付けされた解析による避難シミュレーションを行うことは

まだまだ難しいことを確認する研究委員会活動となってしまったが，その可能性に関しては，

上述の活動報告から十分に感じ取ることが出来ると思う．今後も， 

 

1. 調査データの裏付けを意識したシミュレーション解析の実施 

2. シミュレーションでの活用を意識した避難に関する調査活動の継続 

 

が避難シミュレーション解析のヴァリデーションデータの構築に向けた基本的な研究活動

となることだろう． 

この分野でのデータの蓄積を待って，一旦，避難に関する研究委員会活動の幕を降ろそう

と思う． 
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6. 巻末資料 

6.1 活動報告サマリー 
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6.2 活動報告 
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6.3 委員会議事録 

実施した委員会会合（４回）の議事録を以下に示す。 

 

 

 

以 上 

実施⽇ 参加者 開催⽅式 論点と主な結論

2020/5/8 甲斐，有川，佐藤 WEB

■新規委員会の到達⽬標と進め⽅
・津波避難に加え内⽔に対する避難を対象事象とする
・避難⾏動（⼈間⾏動）シミュレーションのヴァリ
デーションに必要なデータベース構築を到達点とする

2021/6/7
甲斐，有川，
⼩⼭，仲村，佐藤

WEB

■昨年度の振り返りと本年度の研究⽅針
・2020年度はコロナ禍の影響もあり、予定していた
避難訓練への参加等もできなかったため、机上検討が
主となった。机上検討としては2018年豪⾬で氾濫し
た岐⾩県関市を対象とした河川氾濫からの避難シミュ
レーションを例とした避難検討を実施した。
・2021年度は徐々に世の防災活動も再開されてくる
中、積極的な研究活動を⾏っていくことを確認。
・避難訓練の参加と本研究へのフィードバックは、津
波避難だけでなく内⽔氾濫もターゲットとする等多⾯
的な研究活動を⾏う。

2021/9/3
甲斐，有川，
⼩⼭，仲村，佐藤

WEB

■実地調査⽅針
・三重県紀宝町（津波）、岐⾩県関市（内⽔氾濫）を
対象とし、有川委員主体にて⾏う（具体⽇程は今後調
整するが、年内に実施）。
・岐⾩県関市については、アンケート調査も⼩⼭委員
主体にて⾏う。

2022/3/15 甲斐，有川，佐藤 WEB

■委員会成果取りまとめ⽅針
・本委員会２年間の成果として、有川先⽣、⼩⼭先⽣
で実施した岐⾩と三重のシミュレーション結果を１，
２枚でまとめる。
■次期委員会の継続について
・次期委員会の⽅向性について甲斐先⽣がたたき台を
作成し、議論を進める


